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諮問第１号説明資料 

 

日本放送協会の放送法第20条第２項第２号及び第３号の業務の実施基準の変更の認可 

１ 諮問の経緯等  

令和３年10月26日、日本放送協会（以下「協会」という。）から、放送法（昭和25年法律第132号）第20条第９項の規定に基づき、放送法第

20条第２項第２号及び第３号に規定するインターネットを通じて放送番組等を提供する業務（以下「インターネット活用業務」という。）の

実施基準（以下単に「実施基準」という。）の変更について、別紙１のとおり認可申請（以下「本申請」という。）があった。 

本申請を受け、総務省は、「日本放送協会のインターネット活用業務の実施基準の認可に関するガイドライン」（総務省平成26年11月策定、

令和元年９月６日最終改定）の審査項目に照らして検討を行い、同年11月９日、「日本放送協会の放送法第20条第２項第２号及び第３号の業

務の実施基準の変更の認可申請の取扱いに関する総務省の考え方」（以下「考え方」という。）を公表し、同年11月10日から12月９日までの

間、意見募集を実施した。この意見募集の結果は別紙２のとおりであり、これを踏まえた総務省の考え方は別紙３のとおりである。 

本件は、この考え方に基づき、本申請に対する処分について諮問するものである。 

２ 実施基準の変更の概要 

１）２号受信料財源業務の提供条件関係 

・２号受信料財源業務（総合テレビジョン放送及び教育テレビジョン放送を提供するものに限る。以下同じ。）の実施に当たって協会が

メッセージを表示する放送番組の画面を、「地上テレビ常時同時配信を行うウェブサイトまたはアプリケーションにおいて、地上テレ

ビ常時同時配信で提供している放送番組の画面」から、「地上テレビ常時同時配信等サービスを行うウェブサイトまたはアプリケーシ

ョンにおいて、提供している放送番組の画面」に改めること 

・受信料制度を毀損することがないようにする観点で表示する上記メッセージは、「必要かつ十分な大きさ」から「必要かつ十分な大き

さおよび態様」に改めること 

・メッセージの表示について２号受信料財源業務に係るサービスの利用申込みを行う意思を示した者（仮登録をした者）に対しては、利

用申込みを促すために必要な情報を提供するよう求めた上で、「通常とは異なる表示方法」とすることがあるとすること 

・「オリンピック・パラリンピック東京大会に係る取り組み」に関する規定を削除すること 
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・２号受信料財源業務の実施に当たって、新たな端末機器又はソフトウェアにおける動作に係る検証（動作検証）を行う場合、期間を３

か月以内に限定した上でメッセージを表示しないことがあるとすること 

２）インターネット活用業務についての社会実証関係 

・「インターネット活用業務についての社会実証」に関する規定を追加すること 

等とするものである。 

３ 結論  

本申請に対しては、別紙３の審査結果を踏まえ、以下の条件を付して認可することが適当であると認められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）２号受信料財源業務の提供条件関係 

１．変更後の実施基準第15条第２項第１号の規定に基づき新たに行う見逃し番組配信で提供する放送番組については、受信料の公平負担を

確保する観点から、提供時間を限った上で、当該放送番組の画面に十分な大きさでメッセージを表示すること。 

２．変更後の実施基準第15条第２項第１号の規定に基づき、上記１の対応をとった上で行う見逃し番組配信で提供する放送番組の画面にお

けるメッセージの表示方法、及び仮登録をした者に対するメッセージの表示方法については、その具体的な内容を実施計画等において明

らかにし、その効果及び妥当性を検証すること。その際、利用申込みに係る協会のウェブサイトを訪問した者が利用申込みに至らない実態

に関する要因等も併せて再検証し、これらの検証結果を踏まえた上で、利用申込みに当たって必要となる手続について、利用申込みをする

者の負担に考慮し、見直しを検討すること。 

３．変更後の実施基準附則第４条の規定に基づき行うメッセージを表示しない措置については、その具体的な内容を実施計画等において明

らかにすること。また、動作検証の間、視聴者からの意見及び苦情等に対して、迅速かつ適切に対応するほか、動作検証により得られた技

術及び知見については、適切に公表するとともに、民間放送事業者等と共有を図ること。 

２）インターネット活用業務についての社会実証関係 

１．インターネット活用業務についての社会実証（以下単に「社会実証」という。）の実施財源が受信料であることを踏まえ、社会実証の目

的に必要な期間及び費用の範囲内で行うこと。また、受信料の公平負担との関係を十分考慮しつつ実施すること。 

２．社会実証の実施に際しては、事前にその内容、対象者の選定方法、期間等について、その考え方も含めて明らかにし、適切に周知すると

ともに、実施・提供の都度、提供内容等の改善などの見直しを行い、段階的・効率的に実施すること。 

３．社会実証の実施に当たっては、公共放送としての先導的役割を踏まえ、国民・視聴者の放送番組等の視聴に有効なものとなるよう取り組

み、放送サービスの向上の観点から、社会実証により得られた知見等の成果については、広く社会全体に裨
ひ

益するよう、適切に公表すると

ともに、民間放送事業者等と共有を図ること。 



日本放送協会の放送法第20条第２項第２号及び第３号の
業務の実施基準の変更の認可

令 和 ４ 年 １ 月

情報流通行政局

放 送 政 策 課
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ＮＨＫの業務

インターネット活用業務実施基準 （総務大臣認可）

○記載事項
・インターネット活用業務の種類・内容・実施方法
・インターネット活用業務の実施に要する費用に関する事項
・料金その他の提供条件に関する事項 等

実施計画 （毎年度届出公表）

○ 認可を受けた実施基準に基づき、当該で実施する

インターネット活用業務の具体的内容・費用等を規定

○ 放送法上、ＮＨＫのインターネット配信等の業務（インターネット活用業務）は任意業務であり、
放送のために徴収された受信料で提供する場合の適切性を確保するため、総務大臣から認可
を受けた実施基準に基づき、毎年度、実施計画を定めて提供することとされている。

◯ 目的外業務

・施設・設備の提供・賃貸
・番組制作の受託等

ＮＨＫのインターネット活用業務実施基準の位置づけ

◯ 必須業務

・国内放送
・国際放送
・放送に関する研究開発等

◯ 任意業務

・放送番組等の外国放送事業者への提供
・附帯業務（番組の周知広報、テキスト出版、受信相談等）

・インターネット活用業務
（常時同時・見逃し配信、ＮＨＫオンデマンド等）

○ 実施基準が認可要件に適合していないと場合 実施基準の変更勧告

○ 実施基準遵守義務に違反する場合 認可を受けた実施基準に従い業務を行う旨の勧告

勧告

○認可要件
・ＮＨＫの目的達成に資すること
・過大な費用を要するものでないこと
・受信料制度の趣旨に照らして不適切ではないこと 等

実施基準遵守義務

○ インターネット活用業務は、認可を受けた実施
基準に定めるところに従わなければならない
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変更の認可申請の概要①：ＮＨＫプラスのサービス改善・強化

項目 現在 変更後（実施基準の変更内容）

① 未登録者による
視聴範囲の拡大

• ＮＨＫプラスの未登録者は、
「同時配信」サービスのみメッ
セージ付きで利用可能

・ 「見逃し番組配信」サービスについて、メッセージ付きで

番組の一部を視聴可能に

② 「仮登録」の新設 • （入力項目が多い）
「本登録」のみ可能

• （入力項目が少ない）「仮登録」を新設し、一定期間、
メッセージなしでのＮＨＫプラスの視聴が可能に

③ テレビ向け
「見逃し番組配信」
サービスの開始

• スマホ、タブレット、パソコンで
視聴可能
（テレビでは視聴不可）

• 「見逃し番組配信」をテレビで視聴可能とするため、
メーカごとに最大３か月間、テレビOSの動作検証のため
のテスト配信を実施（テスト配信後に本配信）

（参考）現在の「ＮＨＫプラス」

＜同時配信サービス＞ ＜見逃し配信サービス＞

未登録者には、メッセージ表示付き番組を配信
未登録者には、番組の見本画面と登録を促すメッセージを表示

（番組は視聴不可）
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変更の認可申請の概要②：ネット配信社会実証

目的

実施内容

検証項目

公表

➢ 放送と通信の融合が進み、多様な選択肢が生まれ視聴スタイルが急速に変化する中、
ＮＨＫのインターネット活用業務が果たしうる社会的役割を検証

➢ 提供するサービスの受容のされ方

➢ 公共放送の目的・意義の認知・評価のされ方 等

➢ 提供サービス：ＮＨＫの放送番組及び理解増進情報を組み合わせたサービス

➢ 実施期間：１回の提供において１週間から最大３か月程度

➢ 実施費用：現行の実施基準に定められている「年額200億円」の範囲内

➢ 提供対象：１回の提供において最大3,000人程度（テレビ受信機を設置していない者を含む）

➢ 社会実証に係る提供日時等の具体的内容は、提供ごとに事前にＮＨＫのウェブサイトに掲載・公表

➢ 社会実証の結果は、ＮＨＫのウェブサイトに掲載・公表

⚫ ＮＨＫが提供する同時配信サービス・見逃し配信サービス（ＮＨＫプラス）については、
現在、受信契約者のみが視聴可能（テレビを保有していないネットのみの利用者は視聴不可）。

➢ ８月27日、ＮＨＫに対し、放送番組等のインターネット配信の意義やサービスニーズを検証するため、
テレビを保有していない者を対象として、放送番組等の配信を行う社会実証の実施について要請。

➢ 社会実証の詳細は、現在、ＮＨＫにおいて検討中であり、令和４年４月以降に開始予定。
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「総務省の考え方」に関する意見募集結果 概要

○ 令和３年11月10日～12月９日まで実施した「総務省の考え方」に関する意見募集では、計36件（うち放送
事業者等18件）の御意見が寄せられた。

○ 寄せられたインターネット活用業務に関する主な御意見の概要は、以下のとおり。

7

１．ＮＨＫプラスのサービスの改善・強化に関する主な意見

① 未登録者による視聴範囲の拡大に関する意見

● ＮＨＫプラスは放送の補完という位置づけを崩さないよう、総務省としてＮＨＫへの指導・監視を強く求める。 ＜テレビ大分＞

②「仮登録」の新設に関する意見

● ＮＨＫプラスのＩＤ登録案内ページの改善を優先すべきであり、未契約のまま視聴するフリーライドを許容する実施基準の
変更は本末転倒。 ＜新聞協会＞

③ テレビ向け「見逃し番組配信」サービスの開始に関する意見

● 総務省が主体的にインターネット活用業務が市場に与える影響を実質的に精査することが必要。 ＜民放連他＞

２．ネット配信社会実証に関する主な意見

● 社会実証の詳細な内容、方法、期間等が明確に示されていない。早急かつ詳細に考えを示すよう求めるべき。＜新聞協会他＞

● 実施内容の検討段階においても、民放事業者を含めて幅広く関係者の意見を聴取し、丁寧に検討を進めることが必要。 ＜民放連他＞

● 社会実証が市場競争に与える影響について、民間事業者の意見をくみ取り、検証していただきたい。 ＜朝日放送＞

● 社会実証によって得られた知見や技術を、民間事業者に広く共有していただきたい。 ＜テレビ大分他＞

● 社会実証について、受信料制度との整合性を十分に検証し、適切に監督していただきたい。 ＜静岡第一テレビ＞

３．インターネット活用業務全般に関する主な意見

① 技術・知見の共有

● 動作検証や社会実証で得られた技術・知見等について民放事業者等との共有を求める認可条件は妥当。 ＜民放連他＞

② その他インターネット活用業務一般に関する意見

● インターネット活用業務の在り方は、“三位一体改革”の中で整理、検討されるべき。 ＜民放連他＞



認可要件
（審査項目）

審査結果

NHKの目的達成に
資するものであること
(放送法第20条第
10項第１号)

適 全
体

変更は、業務の提供条件の一部の変更・社会実証に関する規定の追加を行うものであるが、
市場の競争を阻害等するものではないため、引き続き、公共放送としてのＮＨＫが行うもの
として、適切なものと認められる。

業務の種類、内容
及び実施方法が
適切かつ明確に定め
られていること
(同第２号)

適

Ｎ
Ｈ
Ｋ
プ
ラ
ス

業務の種類及び業務の内容については、現行の実施基準から変更はないため、引き続き、
適切なものと認められる。
業務の実施方法については、業務の提供条件が一部変更されているが、変更後の実施基準
において明確に定められていることから、適切なものと認められる。

社
会
実
証

業務の種類及び業務の内容については、現行の実施基準の範囲内で行われることが明確
であり、適切なものと認められる。
業務の実施方法については、変更後の実施基準別紙において、提供期間や提供対象者数に
ついて明確に記載等されていることから、適切なものと認められる。

受信料制度の趣旨
に照らして不適切な
ものでないこと
(同第３号)

適

Ｎ
Ｈ
Ｋ
プ
ラ
ス

・未登録者へのメッセージ付見逃し番組配信は、受信料の公平負担が確保されることが必要。
（→P10 認可条件案 １（１）・（２））
・仮登録は、利用申込みを促すための措置であることに留意。（→P10認可条件案 １（２））
・テスト配信は、提供する期間・対象者について限定的なものにとどまっており、必ずしも受信料
制度の趣旨に照らして不適切なものであるとまではいえない。
受信料制度の趣旨に照らし、得られた知見等の適切な公表や民間放送事業者等との共有

を行うこと等が重要。（→P10認可条件案 １（３））

適
社
会
実
証

変更後の実施基準別紙によれば、提供する内容・期間・対象者について限定的なものにとどまっており、
必ずしも受信料制度の趣旨に照らして不適切なものであるとまではいえない。
社会実証の目的に照らし必要な期間・費用の範囲内で、段階的・効率的に実施すること、
得られた知見等の適切な公表や民間放送事業者等との共有を行うこと等が重要。
（→P10 認可条件案 ２（１）～（３））

審査結果① 8



認可要件
（審査項目）

審査結果

業務の実施に過大
な費用を要するもの
でないこと（同第４
号）

適 全
体

変更後の実施基準において、現行の実施基準からの変更はないため、引き続き、適切なものと
認められる。

特定の者に対し不
当な差別的取扱い
をするものでないこと
（２号業務のみ）
（同第５号）

適

社
会
実
証

変更後の実施基準別紙において、提供対象者数が１回の提供にあたり最大3,000人と限定されている
ことについては、ＮＨＫの業務が果たしうる社会的役割の検証という社会実証の目的に鑑み、
適切なものと認められる。

利用者の利益を不
当に害するものでな
いこと
（２号業務のみ）
（同第６号）

適

社
会
実
証

変更後の実施基準別紙において、提供対象者に対価を求めることなく実施すること等が明確
に記載されていることから、適切なものと認められる。

実施基準の記載事
項が適正かつ明確に
定められていること
（同第７号）

適 全
体

変更後の実施基準において、現行の実施基準からの変更はないため、引き続き、適切なものと
認められる。

審査結果② 9



⚫ 今般の認可申請は、審査基準に照らして審査した結果、次の条件を付した上で認可することとしたい。

主な認可条件案の概要 10

（１） 未登録者へのメッセージ付見逃し番組配信は、受信料の公平負担を確保する観点から、

提供時間を限った上で、画面に十分な大きさでメッセージを表示すること。

（２） 仮登録の仕組み等については、その効果・妥当性を検証すること。

ＩＤ登録用ウェブサイトの訪問者が本登録に至らない実態に関する要因等も併せて再検証し、

利用申込みに当たって必要となる手続について見直しを検討すること。

（３） テスト配信により得られた知見等については、

適切に公表するとともに、民間放送事業者等との共有を図ること。

２ ネット配信社会実証

１ ＮＨＫプラスのサービス改善・強化

（１） 受信料の公平負担との関係を十分考慮しつつ実施すること。

また、社会実証の目的に必要な期間・費用の範囲内で行うこと。

（２） 実施に際しては、事前にその内容、対象者の選定方法、期間等について、

その考え方も含めて明らかにし、適切に周知するとともに、

実施・提供の都度、提供内容等の改善などの見直しを行い、段階的・効率的に実施すること。

（３） 国民・視聴者の放送番組等の視聴に有効なものとなるよう取り組み、

得られた知見等の成果については、広く社会全体に裨益するよう、

適切に公表するとともに、民間放送事業者等との共有を図ること。
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⑥ＮＨＫオンデマンド

放送済の番組を有料でインターネット配信
年間延べ約１万４千本の番組を提供

⑤ハイブリッドキャストサービス

放送と通信が連携した新たなサービスを提供

スマホ
タブレット

大相撲中継などで
早戻しサービスを実施

インターネット

放送波

24時間いつでも見ら
れる暮らしに役立つ
コンテンツを充実

連動

（気象、ビジネス、

スポーツ、料理等）

無料配信

有料配信

ラジオ放送（第１、第２、ＦＭ）のインターネット同時
配信（2011年９月から）

②らじる★らじる

※ 2017年度から、民放ラジオ局のネット配信サービスであるradiko
での配信も実施

③NHKワールドJAPAN

外国人向け国際放送（テレビ・ラジオ）の
インターネット同時配信等

④災害情報等の同時提供

災害情報等をインターネット同時配信

（２０２１年度予算 １９１.２億円）

（２０２１年度予算
２２.１億円）

①ＮＨＫプラスの提供
インターネットで地上波（総合・教育）を視聴でき
る動画配信サービスを提供（2020年４月から）

※１ 利用者に対価を求めることなく実施。受信契約未確認者
に対しては、同時配信の画面上に受信契約確認メッセージ
を表示し、見逃し番組配信は利用不可。

※２ 同時配信は、原則5：00-24：00の提供。

総合テレビやＥテレの
番組を同時か放送終了
後７日間視聴可能

（参考）ＮＨＫが実施している利用者向けインターネットサービスの概要 11



（参考）NHKインターネット活用業務実施基準の審査基準概要

放送法上の認可要件 審査基準

（１）NHKの目的達成に資すること

インターネット活用業務の内容について、
①NHKの目的に照らして適切であること
②市場の競争を阻害しないこと
③地方向け放送番組の提供に関する事項が適正かつ明確であること
④他の放送事業者との協力に関する事項が適正かつ明確であること 等

（２）業務の種類、内容及び実施方法が適正
かつ明確に定められていること

①業務の種類（受信料財源業務/有料業務等）ごとに提供期間、提供区域等が適
正かつ明確に定められていること

②業務の対象が、法に規定されている範囲（協会が放送した又は放送する放送番
組及びその理解の増進に資する情報）に収まっていること

（３）料金その他の提供条件が受信料制度の
趣旨に照らして不適切でないこと

受信契約者にとって不公平とならないための提供条件が適正かつ明確に定められ
ていること

（４）業務の実施に過大な費用を要するもの
でないこと

①受信料を財源とするインターネット活用業務について、費用の上限が適正かつ
明確に定められていること

②インターネット活用業務全体に要する費用が適切な規模であること

（５）特定の者に対し不当な差別的取扱いを
するものでないこと

業務の実施方法や料金その他の提供条件が、特定の者を合理的な理由なく不当
に差別するものではないこと

（６）利用者の利益を不当に害するものでな
いこと

①利用条件等に対する考え方が適正かつ明確に示されていること
②個人情報その他の情報の適正な取扱いについて措置が講じられていること 等

（７）実施基準の記載事項が適正かつ明確に
定められていること

①インターネット活用業務に関する苦情その他の意見の受付及び処理に関する事
項が適正かつ明確に定められていること

②経理に関する事項が適正かつ明確に定められていること 等

■ NHKのインターネット活用業務の実施基準は、総務大臣の認可を受けることが必要。
■ 認可の審査基準は、放送法及び省令を踏まえ、「日本放送協会のインターネット活用業務の実施基準の認可
に関するガイドライン」で具体化されている。

12



（業務）

第二十条 （略）

２ 協会は、前項の業務のほか、第十五条の目的を達成するため、次の業務を行うことができる。

一 (略)

二 協会が放送した又は放送する放送番組及びその編集上必要な資料その他の協会が放送した又は放送する放送番組に対する理解の増進に

資する情報（これらを編集したものを含む。次号において「放送番組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の利用に供すること

（放送に該当するものを除く。）。

三 放送番組等を、放送番組を電気通信回線を通じて一般の利用に供する事業を行う者（放送事業者及び外国放送事業者を除く。）に提供

すること（協会のテレビジョン放送による国内基幹放送の全ての放送番組を当該国内基幹放送と同時に提供することを除く。）。

四～九 （略）

９ 協会は、第二項第二号又は第三号の業務を行おうとするときは、次に掲げる事項について実施基準を定め、総務大臣の認可を受けなけれ

ばならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

一 第二項第二号又は第三号の業務の種類、内容及び実施方法

二 （略）

三 第二項第二号の業務にあつては、当該業務に関する料金その他の提供条件に関する事項

四 （略）

10 総務大臣は、前項の認可の申請が、次の各号のいずれにも該当すると認めるときは、同項の認可をするものとする。

一 （略）

二 第二項第二号又は第三号の業務の種類、内容及び実施方法が適正かつ明確に定められていること。

三 第二項第二号又は第三号の業務の種類、内容及び実施方法並びに同項第二号の業務に関する料金その他の提供条件に関する事項が、協

会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者について、第六十四条第一項の規定により協会とその放送の受信についての契約

をしなければならないこととされている趣旨に照らして、不適切なものでないこと。

四 （略）

五 第二項第二号の業務にあつては、特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。

六 第二項第二号の業務にあつては、利用者（同号に規定する一般の利用について、協会と契約を締結する者をいう。）の利益を不当に害

するものでないこと。

11 協会は、第二項第二号又は第三号の業務を行うに当たつては、第九項の認可を受けた実施基準に定めるところに従わなければならない。

13 協会は、第二項第二号又は第三号の業務を行うに当たつては、第九項の認可を受けた実施基準に基づき、総務省令で定めるところにより、

毎事業年度の当該業務の実施計画を定め、当該事業年度の開始前に、これを総務大臣に届け出るとともに、公表しなければならない。これ

を変更しようとするときも、同様とする。

（参考） 放送法（昭和25年法律第132号） 抄 13



（電波監理審議会への諮問）

第百七十七条 総務大臣は次に掲げる事項については、電波監理審議会に諮問しなければならない。

一 (略)

二 第十八条第二項（定款変更の認可）、第二十条第八項（第六十五条第五項において準用する場合を含む。）（中継国際放送の協定の認

可）、第二十条第九項（実施基準の認可）、同条第十八項（任意的業務の認可）、第二十二条（国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構

等への出資の認可）、第六十四条第二項及び第三項（受信料免除の基準及び受信契約条項の認可）、第六十五条第一項（国際放送等の実

施の要請）、第六十六条第一項（放送に関する研究の実施命令）、第七十一条第一項（収支予算等の認可）、第八十五条第一項（放送設

備の譲渡等の認可）、第八十六条第一項（放送の廃止又は休止の認可）、第八十九条第一項（放送の廃止又は休止の認可）、第九十三条

第一項（基幹放送の業務の認定）、第九十六条第一項（地上基幹放送の業務の場合に限る。）（認定の更新）、第九十七条第一項本文

（基幹放送の放送事項又は基幹放送の業務に用いられる電気通信設備の変更の許可）、第百十六条の三第一項（経営基盤強化計画の認

定）、第百二十条（放送局設備供給役務の提供条件の変更命令）、第百四十一条（受信障害区域における再放送の業務の方法に関する改

善の命令）、第百五十六条第一項、第二項若しくは第四項（有料基幹放送契約約款の変更命令又は有料放送事業者若しくは有料放送管理

事業者の業務の方法の改善の命令）、第百五十九条第一項（認定放送持株会社に関する認定）又は第百六十七条第一項（センターの指

定）の規定による処分

三 （略）

四 第二項第二号又は第三号の業務の種類、内容及び実施方法並びに同項第二号の業務に関する料金その他の提供条件に関する事項が、協

会の放送を受信することのできる受信設備を設置した者について、第六十四条第一項の規定により協会とその放送の受信についての契約

をしなければならないこととされている趣旨に照らして、不適切なものでないこと。

五 （略）

２ （略）

（参考） 放送法（昭和25年法律第132号） 抄 14


